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『大阪大学留学生センター研究論集 多文化社会と留学生交流』第13号 (2009)

21世紀型『超短期』受入プログラム開発

-30万人時代の受入構築に向けて 一

1 はじめに

筆者は表記タイトルで「平成 20年度大学改革等補

助金 (大学改革推進事業 。大学教育の国際イ助日速プロ

グラム)の助成を受け、本学内で現在行われている短

期プログラムよりも短期間で教育プログラムを提供す

る『超短期』プログラムの開発に当たつた。そしてそ

の一環として平成 21年 2月 に学内で 「Spring

lntensive Progran■ ;Inside Japan」  と堤堕した試行

プログラムを実施 した。

本稿ではその報告をおこなう。加えて取り組みの経

験を踏まえ、「30万人」時代を迎え、本学をはじめと

する日本の大学に『超短期』のプログラムを定着させ

ていくための若干の提言もしたい。

まず何をもつて『超短期』を定義するかについてだ

が、本稿では、留学ビザを要せず 3ヶ 月以下の短期

滞在ビザ中に完結するプログラムをさす。

留学生センターを中心 として実施 されている

OUSSEPや、日本語日本文化教育センターにおける

Mapleプログラム、そして理・工・基礎工による

FrontierLab@OsakaUと いつた「短期留学」のプロ

グラムは、留学ビザをもつた学生、つまり最短でも 3

ヶ月以上の留学をする学生を対象としたプログラムで

ある。これまで 3ヶ月以上、そして 12ヶ 月未満の交

要 旨

留学生センターに事務局を置き、平成 20年度に文科省の助成を受けて行われたプログラムにつ

いて、その趣旨、経過を報告し、30万人時代に向けて、同種のプログラムを学内に普及するた

めのポイントについて慨述する。

【キーワー ド】30万人計画、短期プログラム、超短期プログラム

近藤 佐知彦*

換留学についてが、日本学生支援機構 (以下」ASSO)

などから「短プロ」として規定されている。しかし欧

米の協定校関係者などに対 して短期留学プログラム

(以下短プロ)に関連 して 「Short―term Exchange」

の語義の説明をするときには、常に「How Short?」

という質問を受けてきた。その質問に対して、日本に

おける 「短期留学」の語義がおおむね 1年、最短で

も 3ヶ 月以上で留学生ビザの取得が前提であること

を説明すると、それは彼らの感覚からすると「短期」

の留学ではなく、プログラム参加へのハー ドルが高す

ぎる、と落胆を示されてきた経緯がある。 (近藤 2005)。

そこで本取り組みでは、少なくとも留学期間におい

てハー ドルを下げた「ソフ ト」なプログラムを開発 し、

参加要件 として留学ビザの取得を課すことのない、3

ヶ月以内のプログラムについて、「短プロ」より短い

「超短期」であると仮に定め、その実験的な運用を行つ

た。

2 プロジェク トの背景

高等教育市場において学生の流動性が日々向上して

いる。 International Development Program(2004)

は、2000年には約 200万人であつた世界の留学生数

は、2025年には 700万人を超えると予想 している。

*大
阪大学留学生センター教授
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国境を越えた高等教育の形態は、正規留学の他、教員

移動、共同コース創設、遠隔教育、海外分校の設立な

ど、多様な形態が考えられる。

このような状況の中で、高等教育市場でそのプレゼ

ンスを維持するために、国家レベルでも種々の方策が

とられようとしている。代表的なものはフランス・ ド

イツをはじめとするEU諸国による域外の高等教育

機関を巻き込んでの、大がかりな学生交流の試み、教

育の質保証や単位互換制度を柱とした「ボロニアプロ

セスJである (堀田 2006)。 また平成 20年度来の、

我が国におけるいわゆる「留学生 30万人計画」もま

た、これらの世界的潮流と軌を一にしている。高等教

育機関が新世紀の国際社会においてそのステータスを

維持するためには、研究のみならず教育の国際通用性

を高め、日本人の海外派遣と海外からの受け入れを両

輪として、海外との学生交流を進めるためのあらゆる

方策がとられなければならない。

ところで海外留学と言つても、その様態は様々で、

海外における学位・単位の取得にとどまらない。比較

的短期間の異文化体験も、若い学生達にとつては他で

は得られぬ重要な海外経験であり、比較的短期間の海

外での大学におけるキャンパスライフの経験などを

「留学Jと称している場合も多い (近藤 2005)。 また

語学に磨きをかける目的などで、当該言語が日常的に

使われている地域で集中的に授業を受けるなどの「語

学留学」までが、広義の留学としてあつかわれている。

つまり学生の流動性に関しては、①学位取得や単位互

換を主目的としたハー ドなものから、②異文化経験を

主目的としたソフトなものまで、広いバラエティがあ

り、それぞれにかなりのニーズがある。

一般的にいってハー ドなプログラムは敷居が高く、

ソフトなプログラムの方が参加するにあたつて取つつ

きやすいのは言うまでもない。2025年の「700万人」

や日本における「30万人」も、これらいくつもの段

階の「留学」を含んだ学生流動と見るべきであり、ど

ちらかに偏つてのみ留学機会を用意した場合には、海

外からのニーズの大きな部分をくみ取れない恐れがあ

る。

特にカリキュラムが詰まつている学生、例えば一部

プロフェッショナルスクールや研究室における活動が

忙しい理工系学生が海外経験を得る機会として、春期

や夏期の休暇時期に集中して海外経験を得たい、とい

うニーズがある。例えば本学の工学研究科でも、研究

室以外に多少は時間を振り向けることのできる夏期休

暇期間中に、工学系の英語の特別研修を北米の協定校

で実施し、実践的な工学英語の集中教育を行つている。

こういつたプログラムは、その内容が教育的であるの

みならず、在籍校でのカリキュラムに大きく影響する

ことなく異文化体験を与えうるという意味で、ソフト

な面を持つ教育プログラムである。

これらに対応した「日本体験」や「語学集中」など

のコースを本学に求める問い合わせなどもあるが、残

念ながら本学における「留学Jプログラムは前述のカ

テゴリーから言えばハードなものに傾いており、それ

らの声に応える条件は整っていなかつた。

た とえば本学で運営 されている OUSSEPや

Mapleまた FrontierLab@OsakaUの ような短プロ

は、全国 28の国立大学法人において運営され、2006

年度においては 7,423人 の留学生を受け入れ、 日本

が受け入れた全留学生のうち、約 6.3%を 占めてきた。

これらの交換留学プログラムは最低 1セ メスターを

受け入れて、単位を互換することを大きな目的として

おり、それぞれに特色はあるにせよ、全体としてはハー

ドなプログラムの側面が強い。少なくとも期間におい

ては十分にハードである。JASSOの短期留学支援制

度における「短期留学」の定義から、3ヶ月以上の留

学ビザをもつて入国する学生のみを対象としているた

めであり、短期留学と言いつつも、ソフトな留学機会

を求めている外国人からはやや敷居が高いプログラム

となっている。

そこでより「ソフト」なプログラムを開発する検討

を行つた。そのための調査研究、そしてその調査をも

ととした種々の検討および学内の条件整備、そして試

行プログラムの実施とその検証といつた点が、平成

20年度に本学内で行われた文部科学省助成プロジェ

クトということになる。

これまで多少等閑に付されてきた受入プログラムの

多元化だが、各部局独自に、また部局横断的に、そし
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て同時多発的に 「ハー ド」「ソフ ト」取り混ぜて開発

され、幅広いニーズをもつた学生を柔軟に本学に受け

入れていくことが重要であると考えられる。

3 取 り組み概要

平成 20年度に採択された取 り組みの目的等につい

て、大学改革推進等補助金に応募した際の調書に記さ

れたのは以下の内容となつている。

選定取組の概要

3ヶ 月未満の「超短期」で学生の受入を積極的に

推進できる体市1を整備 し、その枠組みを利用 した

魅力的な受入プログラムを開発、そしてノウハウ

の学内での共有を主眼とする。ここ数年来、春期 。

夏期休暇などを利用して海外の大学等で研修する

本学学生が増えており、協定校が運営するサマー

プログラム等への参加者も多い。ところが本学で

は「超短期」の学生受入のための仕組みがなく、

海外大学とは互恵的な関係が結ばれているとは言

い難かった。現在海外大学が本学に期待 し、また

問い合わせが多いのは「超短期」の留学生受入で

あり、学内環境を整備 した上で 「21世紀型超短

期受入プログラム」を設計、受入数の増大のみな

らず、「超短期」の派遣や、学内に留まりながら

の本学学生国際化を加速させる。またプログラム

開発の経験を学内で共有して、柔軟な運用をおこ

ないつつ、各部局主導による「超短期」の受入増

力日への筋道をつける。

補助事業の目的・必要性

(1)全体

本補助事業の全体の目的は、日前に迫った「留

学生 30万人J時代に対応 して、国立大学法人に

おける新たな短期留学生受入の枠組みの開発にあ

る。従来日本で運営されてきた「短期プログラム」

とは、海外の基準では比較的長期のプログラムで

あり、海外の留学担当者や学生たちのニーズとは

ズレがある。そのズレを解消すると共に、従来学

内において公に認識 されてこなかつた 3ヶ 月末

満の短期間に来学する外国人学生についても、そ

れらの学生の「見える化」を進めつつ、必要なケ

アを彼らに与える。

平成 20年度の成果を全学で共有しつつ、次年

度以降、部局主導による「超短期」プログラム企

画・立案を促す。

(2)本年度

本補助事業の本年度の目的は、上記の「部局主

導による『超短期』のプログラム企画・立案Jを

達成するために、制度的な条件整備を進めるとと

もに、「超短期」プログラムを試験的に開発 。実

施することにより、次年度以降各部局がそれぞれ

の特色を生かした「超短期」のプログラムを設計

しうるよう、そのノウハウを蓄積・共有すること

にある。

補助事業の目的・必要性のタイ トルの下に書かれた

「国立大学法人における新たな短期留学生受入の枠組

みの開発」とは、結論を先取りして言うと、留学ビザ

を要せず、短期滞在ビザでの来日期間中に十分な教育

効果を上げうる受入枠組みの開発ということになる。

他学においても夏期 。春期の休暇期間中のプログラム

などとして、すでに運用済のケースもある。しかし本

プロジェクトが注力したのは、「各部局がそれぞれの

特色を生かした『超短期』プログラムを設計しうるよ

う」条件整備を行うところにある。つまり今後「各部

局主導による「超短期」の受入増加」をするための指

針を示し、そのガイドラインに従って各種プログラム

が本学内に育っていくことが、21世紀の本学に相応

しい『超短期』のあり方であるととらえられている。

当面は HPに掲載することも含め、報告書作成を

通じて、学内でプログラム開発へのノウハウ共有を行

い、学内で様々なプログラム創成を促す。

4 平成20年度各フェーズにおける取 り組みの

流れ

4-1 全学ワーキンググループの設置

この取り組みの採択後、20年 7月 、国際交流委員
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会・短期プログラム運営部会の下に「『超短期』プロ

グラムに関するワーキング (以下 WG)」 を設置した。

座長には取組担当者である筆者が就き、その他のメン

バーは国際企画推進本部、工学研究科、人間科学研究

科および学生交流推進課からの各一名ずつの教員 4

名、および事務員 1名が選ばれた。いずれも各部局

において国際交流・学生交流の第一線に立つ実務者で

あり、文理にまたがつた部局からの参加を仰ぐことに

より、全学による検討体制を整えた。

第一回目のWGで は「21世紀型」というに相応し
い「超短期」プログラムを開設のため、試行的なプロ

グラムを行い、条件整備を行うことが 20年度の日標

であることが確認された。その試行プログラムの開催

期間については、WGで 種々の事情を勘案して、秋

学期終了後の春期休暇中に行うことなどが決められた。

なお詳細までを取り決めるには至らなかったものの、

大学自体の魅力を海外にアピールするためにも、外部

講師などは招聘せず「オール阪大体制」でのカリキュ

ラムを倉1設すること、短期のプログラムであるので、

受講には日本語能力を要しないカリキュラムとするこ

と、多少なりとも日本に興味のある学生に、本学と関

西、そして日本に興味関心を深めることができるよう

なカリキュラムを新たに作り出すことなどが申し合わ

されている。

4-2 事務局の設置とカリキュラム設計

20年 8月 には「超短期」プログラム事務局 (以下

事務局)が留学生センター内に設置された。事務局に

は非常勤職員 1名が配置され、WG座長 (取組担当

者)を補佐する体制が整えられた。この事務局設置を

もつて取り組み推進の体制が整備されている。

事務局担当者を交えた第二回WG(8月 開催)では
「オール阪大体制」 のプログラムを 「Spring

lntensive Prograln;Inside Japan」 としてカリキュ

ラム作成を進めることで議論がまとまり、マンガ・ア

ニメと高齢者福祉、そしてロボティクスというアップ

トゥデー トなトピックを網羅し、広く学生達に現代日

本に興味を持つて貰う教養科目を、期間を 1週間か

ら 10日 ほどの期間で設定することが申し合わされた。

決められたのは以下の事項である。

① 国際交流科日として単位化された集中講義を提

供

② 参加者は協定校・協定校外双方から募る

③ 協定校からの参加者についても学生交流協定外
での受け入れとする

④ 参加費を徴収する

⑤ 時期としては 2月 中旬の 7-10日 間

⑥ 宿舎としては国際交流機構大阪国際センター

(以下 JICA大阪)の活用などについても検討

する

⑦ 学外見学の機会を提供し、日本文化に親しむ機

会を設ける

⑧ 海外調査 。国内調査を精力的に行い、その結果
を実際のプログラムに反映させる。

なお、事務局の調査によりWG後 になつて、本学
が誇るべき先端分野の一つであるナノテクノロジー分

野の若手教員グループが、英語で体系的な授業を提供

できるという見通しが立った。そこで急遠メール等で

WGメ ンバーの同意 を得、 前述の教養科 目を
「Course A」 、そしてナノテクを中心とした専門科目

「Course B」 として二つのコースを 2月 中旬に並行

して開講する見通しとなった。どちらもが「Inside」

apan」 のタイ トルの下に開講され、英語コースであ

ることから海外への広報の便を考え、英語名を以下の

様に定めた。

Spring lntensive Progran■ ;Inside Japan

Course A;

ⅣIanga/anilne, Social Welfare for the Elderly

and Robotics

Course B;

Cutting‐edge Nanotechnology

それぞれのコースで教員への出講依頼は、夏休み期

間中にWGメ ンバー・事務局が連携して行つた。両
コースとも国際交流科日の集中講義として運用するた

め、事務的な条件整備についても並行しておこなわれ

ることになつた。
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4-3 海外調査

20年 8月 から 10月 にかけて、WGの メンバーを

中心として複数の教員が、海外の協定校や、有力大学

など13校に対し、本学あるいは日本で 3ヶ月以下の

プログラムを運用した場合、どのようなプログラム設

計 (期間、科目など)が魅力的であるか等、種々の視

点から調査を行つた。詳細については近藤・荒木

(2009)を 参照されたい。

一般的に言つて北米や欧州の大学からは半月から一

ヶ月以下の短いプログラムでは、学生達は興味を示さ

ないとか、カリキュラムに互換性がないと単位の読み

替えもできないので、学生が興味を示さないのではな

いか、というような反応を数多く受けている。これら

の地域では、どちらかと言えばハー ドな (カ リキ三ラ

ムの互換 l■を重視し、それなりの負荷をかける)受入

プログラムが求められているという印象である。シン

ガポールなどでも同様の印象であるが、教育型プログ

ラムだけでなく、海外経験型プログラムについても、

その価値を認めているようである。

一方豪州の大学では、授業そのものが完全互換でな

くとも、その中の一部のユニットが互換可能であれば

柔軟に対応するなどという答えがあったことが目を引

く。また長期間の留学ができない学生、例えば有職者

の社会人学生などのことを考えれば、ごくごく短期間

の 1週間から 10日程度の留学経験は、かえって望ま

しいというように、北米などでの間き取りとは反対に、

「ソフト」な留学プログラムを歓迎する反応があつた

ことも興味深い。

なお、2月 中旬という試行プログラム開催時期につ

いてのコメントも求めているが、クォーター制を採る

大学、セメスター制を採る大学、気候の関係で休み時

期がずれる大学など、様々なケースがあり得るので、

『超短期』の為にこのシーズンがベス ト、と決めつけ

ることはできなかった。当然ながら各大学 。各地域に

おいて学生が『超短期』に参加しやすいシーズン (休

暇期間の設定など)力 あ`るのも当然であり、本学がど

のような学生を『超短期』にホストするかについて、

明確なビジョンを持つてプログラムを計画することが

求められている。

4-4 国内調査

国内他学においてサマープログラムなど、3ヶ月以

下のプログラムを実施している国立大学法人 (九州1大 。

名古屋大 。東北大)や私立大学 (立命館大・ICU大・

同志社大・金沢工大)に対し、20年 8月 期以降事務

局において聞き取り調査を行った。各大学におけるプ

ログラムの位置づけや、運営主体、運営戦略、参加費

用徴収の有無等はまちまちであったが、どのプログラ

ムも明確な目的意識を持ってプログラム運営をしてい

ることがうかがわれた。またいずれの大学においても

『超短期』は大学の国際戦略の中に位置づけられてお

り、大学中央の明確なコミットメントと予算投下があつ

た。特に九州大学におけるプログラムはアジア圏にお

ける大学のプレゼンスを上げるという目標の下、数百

万円単位の資金と人的リソースを投下した、全学的な

戦略プログラムと位置づけられていた。また名古屋大

学は特定の大学 (米イリノイ大学)と の紐帯を強める

という明確な目的意識から、二つの地域を特徴づける

「自動車 (産業)」 に焦点を合わせたプログラムを提供

している。いずれも一概に「ソフト」なプログラムと

は言い難いものもあるが、いずれの大学も参加条件と

して学生ビザの取得を求めず、短期滞在ビザでの参加

を認めていた。

なお、この調査を通じて、参加者に学生としての身

分を全く与えない大学から「特別聴講学生」として扱つ

ている事例までいろいろな例が見られた。それらの例

を踏まえ、海外調査の結果と併せて試行プログラム

「Inside Japan」 実施に向けての有用なデータを集積

しWGでの議論に供している。

4-5 国際交流科目・カリキュラム作成

WGメ ンバーや事務局による調査をもととして、

改めて「Inside Japan」 のカリキュラムを再検討し、

10月 には国際交流科目の集中講義として Course A;

NIlanga/anilne,Social Welfare for the Elderly and

Robotics(国 際交流科目名としては「現代日本の社

会を考える」定員 30)、 Course B;Cutting‐ edge

NanOtechnology(国際交流科目名としては「現代日

本の先端技術を考える」定員 15)を提供することが
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最終的に決められた。

複数部局にまたがつて出講されることから、開講部

局は留学生センターとした。国際交流科目実施 日は 2

月 9日 から 16日 、プログラム実施 日としては、オリ

エンテーションなどを配慮 し2月 8日 から 16日 まで

として、 17日 以降順次帰国とした。参加費 5万円

(払込手数料参加者負担)で母国から大阪までの交通

費については参加者が自ら支払 う。この時期には並行

して、国際交流科目実施要項についての制定について

の議論が短期プログラム運営部会の場で進められてい

る。 なお要項は 「Spring lntensive Program;Inside

Japan」 実施直前の国際交流委員会において承認され

ている。

なお学生宿舎 としては FrontierLab@OsakaUプ

ログラムにおいて、独立行政法人国際協力機構の大阪

国際センター (以下 」ICA大阪)の研修員用宿泊設

備宿舎を非常にリーズナブルな価格で利用しているた

め、それに準じた扱いができるかどうかなどを、学内

で国際交流室などに打診、また JICA大阪にも検討

を願 った。 その結果、先行 している FrontierLab

@OsakaUと 同様の取り扱いをして頂けることになっ

た。すなわち今回の Spring lntensive Programも

大阪大学が認定したプログラムであるとの理解の下、

プログラム期間中、その参加者についてはシング

'"レ

ー

ム 1泊 1,330円 (朝食付き)で協定書を取 り交わし

ている。本学側の署名者は副学長 。理事 。国際交流室

長となっている。

4-6 プログラム広報・募集

上記のようにプログラム内容が確定したのに伴い、

事務局が中心となリプログラムのフライヤー作成、主

な協定校に送付 した。また 10月 中はホームページを

開設、ウェブを通して学生募集を行つた。

以下の URLは資料として現在も開設されてお り、

閲覧可能となつている。

http:〃ex.isc.osaka‐ u.ac.jp/spring2009/index.htlrnl

アプリケーションはPDFで掲載し、ダウンロード

して送付させる方式を採つた。事務局から働きかけた

のは、それまでにつきあいのある協定校の交換留学担

当者や、夏に聞き取り調査を行つた大学などであり、

実際の反応は学生個人からよ,り も、大学として興味を

持ちまとまった数を送りたいというケースが多かった。

後に触れる学生アンケー トの結果などからもわかると

おり、参加者のほとんどが大学の関係者にプログラム

の参加を勧められており、不特定多数を対象と考えて

ホームページにプログラムを掲載し、漫然と応募を待

つよりは、見込みのありそうな大学に積極的に働きか

けて、まとまつた数の学生を獲得する方がプログラム

運営上得策であろう。ただしそれに伴う若千の弊害に

ついても後述をしていきたい。

12月 末に応募を締めきり、結果的に Course A 28

名、Course B 3名 、計 31名 の参加者が参加費を払

い込み、その後プログラムに参力日した。それら学生達

の在籍校は、豪州、中国、フィリピン、韓国、スウェー

デンとなっている。後に詳述するが、Course Bに つ

いては想定よりも学生が集まらなかった。しかしある

協定校からは「来年以降も同時期に開催してくれれば、

まとまった数の学生を送りたい」という声が伝わって

きたことは特筆しておきたい。一般的な興味に訴える

COurse Aの ようなプログラムに比べ、専門性の高い

コースは、当該コースに興味を持つ学生をあらかじめ

ある程度見込んで計画するか、あるいは初めから研究 。

教育上で親密な大学と共同でプログラムを開催する方

向で計画を立てることが望ましいのではないかと思わ

オLる。

また 1月 以降チューター希望者を募り、学生の誘

導や学内外の案内的な業務、また空港での出迎えなど、

様々な分野で活躍して頂けるよう、事前のオリエンテー

ションを実施した。なお今後のチューター募集・トレー

ニングの一助とするため、本プロジェクトの一環とし

てのチューターハンドブック刊行がWGに よつて企

画された。人間科学研究科の教員が執筆を担当、WG

の委員を中心に監修を行つている。

4-7 プログラム実施

2月 上旬より順次学生が到着していたものの、大部
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分の学生は 2月 8日 に到着している。今回は教育プ

ログラムとしては非常に短期間しか日本に滞留しない

『超短期』プログラムの学生のニーズを考慮し、空港

からのバス便をプロジェクト側で用意し、チューター

が交代で出迎えに行つている。このため当初の出会い

の場面から参加者とチューターとの間に信頼関係が築

かれ、その後のプログラム運営にもずいぶんと役に立っ

たようである。なおプログラムを実施するにおいて、

学生チューターを亀飛することで、参加者・チューター

双方に極めて高い教育効果が上がり、また運営上のト

ラブルが軽減できることが明らかになつている。2月

8日 には」ICA大阪宿舎でオリエンテーションを実施

(巻末資料)、 翌 9日 より各学生は Course Aと Bに

分かれて授業を行った。

プログラム運営にあたつては事務局がフル稼働し、

WG教員が適宜補佐した。
また開講当初はЛCA大阪から各教室までの間が、

参力日者にとつては不案内であることなどから、チュー

ターにその間の道案内をして貰いつつ、学内のオリエ

ンテーションを依頼するなど、プログラム・授業の補

助的作業に従事させた。またクラスの運営のなかでも、

メンターや出席管理、教室外見学での団体行動を管理

など、クラス運営のためにチューターの活用がカギと

なった。

ところで実際のクラスが始まってみると、特に

Course Aの 学生の中からは、初日の午後の授業から

エスケープする学生が出てきたり、二日日の授業の朝

から遅刻をするなど、予想もしないケースが出てきた。

最後に採ったアンケー トの中には、呆れたことに「プ

ログラム参加の第一の目的は観光」と堂々と書いてい

る参加者もいた。今後『超短期』プログラムが増えて

くると、このような学生の管理までを行わねばならな

い。

なお国民の祝日である 2月 11日 には京都へのバス

による見学旅行を実施、日本文化に触れる機会を提供

すると共に、14、 15両 日の週末はフリーデーとし、

学生達の自主的な大阪 。関西見物の時間を確保した。

4-8 参加費用内訳

今回の 「Spring lntensive Program;Intensive

Japan」 では、海外協定大学などを中心にリクルー

トを力ヽ すた関係もあり、それらの大学の国際交流オフィ

スなどを通して応募している学生がほとんどであった。

そのため、それぞれのオフィスに応募のとりまとめを

依頼し、参加費も大学毎のグループで取りまとめて支

払つていただいたケースが多かった。

今回のプログラムでは本部の資金管理課が所管して

いる銀行日座を払い込み口座として設定し、払込手数

料参加者負担として入金を促した。ただし実際問題と

しては各国の銀行などで払込手数料がまちまちであっ

たり、現地通貨建てで送金したため、日本で円に両替

するときに手数料を引かれるなどのトラブルがあり、

結果的に規定額に達しない払い込みも数多く発生した。

逆に手数料見込みとして、かなり多額の払い込みを行つ

たため、参加費よりも高い払い込みが行われたケース

も見受けられた。それらの差額については来日後に精

算を行つた。

本プログラムは交換留学協定の枠外で運用したため

に、2単位の単位発給に関するコスト (28,800円 )、

宿泊費 (9泊もしくは 10泊で 13,000円 余)な らび

に保険費用としてその枠内で費消した。またそれぞれ

の学生に多少のあまりが出たため、参加者の諒解の下、

それらの「あまり」を集めて、プログラム最終日の反

省 。修了式における飲食費に充当し、一人あたり5

万円を使い切つたものである。ちなみに飛行機の都合

などでプログラム開始以前にJICA大阪入りした学

生については、1,330円の特別料金が適用されたが、

プログラム修了後引き続き滞在する学生には、通常料

金がチャージされている。

4-9 プログラム後

プログラム終了後、速やかに成績記入などを行い、

また参加者 。学生チューター等を対象とした webア

ンケー トを実施した (次章参照)。 その後 3月 初旬に

WGを 開催。すでにいくつかの部局において、国際

交流科目集中講義を核とする『超短期』プログラム実

施の機運があり、それらの担当者を交え、また副学長
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(国際交流室長)を迎えての拡大WGと なつた。

5 今後のプログラム成立への要件

本学において留学生委員会において認められた最初

の『超短期』プログラムである「Spring lntensive

Program」 では、教育プログラムとして以下の手続

きをもつてプロジェクトを進行させた。

① 集中講義型の国際交流科目を設定する

② 当該科目を受講する学生は「特別聴講学生」と

して受け入れる

③ 特別聴講学生に付与されるサービスを参加者に

与え、プログラムとして運用

この工程のみではプログラムを運営していく指針と

しては十分であるとは言い難い。なにを主たる目的と

して『超短期』を設計する場合においても、本学が提

供する教育プログラムとしての節度をもつて、また品

質を担保しながら設計・運用される必要があり、その

ためにはいくつかの要件をクリアする必要があるだろ

う。教育の質が担保できて初めてそれに見合う学生サー

ビス群、例えば図書館やコンピュータ、そして廉価で

高品質な宿舎などの提供について、真剣に検討するに

値する、といえる。WGに おける議論をもとに、以

下にその要件をリストしていきたい。

一定の条件をクリアしたプログラムについては、国

際交流委員会などしかるべきセクションで大阪大学が

認めた『超短期』プログラムとしての認定を行い、参

加学生に対する大学としてのサービスを提供し、また

プログラム設計上のいくつかの利点、例えば国際協力

機構大阪本部 。JICA大阪の宿舎を、廉価な協定価格

での提供出来る可能性などを付与し、大学国際化に資

する『21世紀型』のプログラムとして運用していく

ことになる。

それらのポイントとしては ;

(1)阪大として単位を発給すること

(2)プ ログラムの参加要件・修了要件が明らかで

あること

(3)教育の目標およびカリキュラムが明らかにさ

れていること

(4)利料売性があること

(5)阪大教員の責任において設計・運用されるこ

と

(6)参加者は国際交流科目受講の特別聴講学生身

分で受け入れる

といつた事項が上げられた。それぞれについて多少の

説明を付け加える。

5-1 単位附与

大学として授業や教育内容の品質保障をしていくた

め、プログラムの根幹となる教育プログラムを「国際

交流科目」の集中講義に設定、その集中講義の受講を

通して単位を得るプログラム設計が、今後の『超短期』

プログラム成立の重要な要件となる。国際交流科目は

国際交流委員会の管掌下にあり、教育カリキュラムの

内容を全学でチェックする体制を整えることにもなり、

本学に於ける教育プログラムとしての名日と実質を整

えることが出来る。

国際交流科目については 1996年から全学の正規科

日として運用されてきたものの、ごく最近までは英語

短期留学プログラム (国際教養・専門複合型プログラ

ム ;OUSSEP)と 一体で運用されてきたため、教科

設計をしていくための規程等の整備が遅滞していた。

そこで 2009年 2月 に「国際交流科目実施要項」力`国

際交流委員会に提案され、集中講義を含めた国際交流

科目設計のための指針が示されている (巻末資料参照)。

5-2 参加要件・修了要件

教育プログラムである以上、学生が漫然と本学内に

滞留するのではなく、プログラムに課された学修によつ

て、一定の能力の向上または資格取得などの付加価値

を得ることが期待されている。そのためには『超短期』

プログラム設計、およびその根幹となる国際交流科目

集中講義カリキュラムデザインにおいては、①どのよ

うな学生を対象として教育を行い、②どのような付加

価値を与えてプログラムを修了させるのか、というビ

ジョンが明らかにされなければならない。
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したがって、プログラム参加者に対する募集要件、

そしてそれらの参加者がカリキュラムを順調に消化し

た際、どの程度の能力を得るのか、そしてその能力の

伸長について、何を持つて測るのか、という点につい

ての透明性の確保が肝要である。この透明性、言い換

えれば参加要件・修了要件の妥当性については、国際

交流科目を認証する国際交流委員会の場において、全

学的視点からチェックされる。

5-3 教育目標・カリキュラム (シラバス)

上記二項と大いに関連するところであるが、世界に

通用する『超短期』プログラムを開設するのは、世界

に通用する国際交流科目 (集中講義)を開設すること

であり、世界に通用するシラバスを作成することであ

る。プログラムロ標の明示とは、参加者の資質や既習

知識についての条件があり、その基礎の上にプログラ

ム学習後に身につく具体的な能力・資格、そしてそこ

に至る行程表や、その教育をどの程度修めたかの評価

法などが明らかにされねばならない。それはつまり明

確なシラバスである。

国際交流委員会では申請された国際交流科目のシラ

バスを審査し、教育目標の明確性や、カリキュラム設

計の妥当性、そして学外も含めたアカデミックな批半」・

評価に耐えうるかを吟味せねばならない。そのために

もプログラムの中核をなす国際交流科目については、

国際水準のシラバスが必要で、その中に単位付与条件、

参加要件、修了要件、およびそこにいたるまでの評価

基準などを明示していなければならない。換言すれば、

国際交流委員会がシラバスが国際水準に達していない、

もしくはカリキュラムが不明確である、と判断した集

中講義は、それを国際交流科日として認定せず、した

がつてプログラムも成立させない、という節度が求め

られる。本学が提供する教育プログラムとしての品質

保証は、国際交流委員会の責任において行うことにな

る。

5-4 継続性

『超短期』も大学として提供する教育プログラムで

ある以上、ある程度の継続性が求められる。一定の条

件が整ったため、単発で設定せざるを得ないプログラ

ムもあり得るだろう。しかし一般的に考えて、正規科

日である国際交流科日は本来学内資源を利用する科目

であり、正規科日である以上、ある程度の継続性を見

込むのが当然である。

そして一旦教科やプログラムを成立させたあと、そ

れらのノウハウを次年度に活かさないのは非常に効率

が悪い。また前回参加者からプログラムの評価が高かつ

た場合には、当然ながら次回 。次年度の開催が期待さ

れるのが当然であり、その期待に応えていくことが、

本学の国際化に資するものである。

各種の良質な受入プログラムが継続性をもつて学内

で開設され、海外の学生や高等教育機関からの多彩な

要望に柔軟に対応する、それが「21世紀型『超短期』

受入プログラム」の目指すところであり、短期留学生

受入を戦略的に扱う大学国際化の一つのモデルである。

したがつて計画中のプログラムが、次回 。次年度にも

開催が見込まれていること、プログラムおよびその中

核をなす国際交流科目集中講義に続 陛、もしくはそ

の可能性が認められることが、国際交流委員会等でプ

ログラムを審査する際の一つのポイントとなる。

5-5 責任教員

国際交流科目が正規科日である以上、その科目を講

義する、もしくはコーディネー トする教員が学内にい

ることが必要となる。客員や非常勤の教員がそれらの

講義をすることは想定されるが、その場合でも国際交

流科目を出講する部局の責任において、プログラムが

デザインされていなければならない。プログラム設計

の段階から、カリキュラムのデザインやプログラム運

営について、それらの責任部署・責任教員が明らかに

なっている体制が求められる。国際交流委員会におい

ては、プログラム終了後にそれらの部署や教員にレポー

トを求めるなどし、実施された『超短期』プログラム

の評価を行う必要もある。

5-6 特別聴講学生

集中講義形式などで 3ヶ月以下のごく短い科目設

定とはいえ、国際交流科日は正規生・非正規生を問わ
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ず、原則的にすべての本学学生が受講できる。したがつ

てプログラムとして一定の資格要件を満たした学生募

集をする場合には、十分な教育的配慮を持つて国際交

流科目の受講資格要件も課し、一定レベル以上の本学

学生のみが授業参加出来るような条件整備を要する。

プログラム参加者は正規科目を聴講して単位を得る

「特別聴講学生」身分となって、学生としてのサービ

スを受ける。この場合日本人学生か外国人学生である

かを問わず、本学以外の学生であれば特別聴講学生と

なり得ること、学生交流協定を締結している大学から

の受入れに関してのみ単位取得等に要する費用が免除

されることなどを配慮した上で、プログラム設計や参

加費の設定、また参加者に対する資格基準などを設け

る必要がある。それらのポイントについても国際交流

委員会の場において審査される。

『超短期』プログラム参加者に対して学生身分を与

えることは、学内で教育的サービスを受ける資格が生

じると言うだけではない。学生として当然受けるべき

大学中央のサービスを受ける資格を生じさせる。つま

リプログラムを実施する部局に過度な負担をかけずと

も、大学がすでに行つているサービスを受けさせるこ

とができる。留学生向けのいわゆるワンストップサー

ビスの更なる発展を図りつつ、『超短期』学生に、非

正規生としての身分を与えることは、各部局で自発的

に創出される多彩な『超短期』プログラムを大学全体

として支えていくためにも必要な措置となる。

6 むすび

無事に参加者を集め「Spring lntensive Program;

Inside Japan」 は好評裏に終わった。アコモデーショ

ン込みで 5万円という廉価な参加費のおかげもあつ

たし、また空港ピックアップサービスや至れり尽くせ

りの学外見学体験など、政府から助成があったことに

よる手厚いケアもあつた。もちろん事務局を設置した

ことで、「かゆいところの手の届く」サービスが提供

されたことも大きな要因だろう。 リーマンショック以

降の円高状況の中でも、結果的には 30人余の参加者

を集めることが出来た。

参加した学生からは、おおむね好意的な反応を得て

いて、それらのデータの詳細な分析はこれからになる

が、生のデータ (日 本語訳)についても近藤・荒木

(2009)に掲載しているので、そちらを参考にしてい

ただきたい。また今後同種のプログラムを創設する時

のために、その工程をマニュアル化するなどし、『超

短期』のプログラムを学内に増やしていくための、最

初の道筋をつけたつもりである。最初は多少あやふや

な「けもの道」であつても、多くの部局が『超短期』

に取り組んでいただければ、自ずと大学としての方向

性もハッキリし、そして大学国際化の中で、このよう

なスキームをどう役立てていくかが明らかになるだろ

う。

多′1亡な中に今回のプログラム用に授業を用意してく

ださつた先生方、海外調査やプログラムデザイン、そ

して運営に力を貸してくださつたワーキンググループ

のメンバー、事務の皆さん、チューターの諸君には、

いくら感謝しても感訪寸しすぎることはない。そして事

務局を守り、参加者達にも慕われていた荒木敏子さん

には別しておネLを申し上げたい。
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巻末資料

大阪大学国際交流科目実施要項

平成 21年 2月 3日

国際交流委員会承認

(趣旨)

第 1条  この要項は、大阪大学学部学則第 10条第 7項の規程に基づき、大阪大学における国
際交流科目に関し必要な事項を定めるものとする。

(授業科目)

第 2条 国際交流科目は、次の各号に定める授業科目とする。
(1)大阪大学国際交流委員会 (以下 「委員会」という。)が所管する外国人留学生のため
の教育プログラム (以下 「所管プログラム」という。)において開設される授業科目
で、委員会が認めたもの

(2)単一部局、もしくは複数の部局において、外国人留学生のために外国語により提供さ

れる授業科目で、委員会が認めたもの

(単位数の計算の基準)

第 3条 国際交流科目の単位数を定めるに当たっては、次の基準により単位数を計算するもの
とする。

(1)講義および演習については、15時間の授業をもって 1単位とする

(2)実験、実習および実技については、30時間の授業をもって 1単位とする

(科目の履修)

第 4条 国際交流科目を履修しようとするものは、指定の期日までに、登録を完了しなければ
ならない。ただし、所管プログラムにおいて外国人留学生専用に指定されている授業

科目については、特別の事情がある場合を除き履修できない。

(試験)

第 5条 履修した国際交流科目の試験は、各学期に筆記若しくは高等または研究報告により行
う。ただし、授業科目により平常の成績をもって試験成績に代えることがある。

(評価および単位の認定)

第 6条 試験の成績は、 100点 を満点として次の評価をもって表し、 S、 A、 Bおよび Cを合
格、Fを不合格とする。

S(90点以上)
A(80点以上90点未満)
B(70点以上80点未満)
C(60点以上70点未満)
F(60点未満)
2 前項の評価に基づき、受講学生の所属部局が単位を認定する。
(事務)

第 7条 国際交流科目に関する事務は、学生交流推進課おいび開講部局事務が連携して行う。
(雑則)

第 8条  この要項に定めるもののほか、国際交流科目に関し必要な事項は、委員会が別に定める。
附 則
この要項は、平成21年 2月 3日 から施行し、平成20年 10月 1日 から適用する。
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